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１提言の背景
大規模な災害が頻発し、また資源小国でグローバルな社会や環境の変化を受けや
すい我が国では、多くの科学者が災害の軽減と持続可能な社会の形成に向けた研
究に携わっている。しかし良い研究をすればそれが即社会に貢献し、評価される
というわけではない。科学と社会の間の意思疎通に問題があることもあれば、社
会が当面の社会経済問題を最優先している場合もある。本提言はそのような現実
を踏まえつつ、災害の軽減と持続可能な社会の形成を目指すには、これらに同時
的・統一的に取組む必要があること、更に科学と社会とが協働・協創を基本とし
て取組むことの意義を再確認し、その推進の方策を提案する。

２現状及び問題点
災害軽減と持続可能な社会の形成に向けた科学と社会の協働と協創(協力して創
る)に係る課題の現状と問題は、時間スケールとリスク認識度から、以下のように
整理される。

(1)災害・防災の観点から短・中期的リスクが認識され易い課題の場合
我が国では気象災害は身近で、社会的な関心も高い。1959年の伊勢湾台風を機に
災害対策基本法ができ、台風や集中豪雨などへの科学的・技術的対策は大きく進
んだ。地震などの地殻災害の場合も、1995年阪神・淡路大震災や2011年東日本大
震災をはじめとする一連の巨大災害を経て災害軽減対策が大きく進んでいる。し
かし災害に強い国をつくるには、各地域における関連情報や知識の集約と活用、
災害・防災リテラシー向上の活動や教育および政策などへの反映を地域ぐるみで
一層推進する必要がある。



(2)地球環境問題の観点から中・長期的リスクが認識され易い課題の場合
地球温暖化は数十年かけて進む気候災害である。それは世界的な人口増加と経済
活動の発展により近年益々深刻化しており、他の地球環境問題に比べ中・長期的
リスクへの認識は高いと言える。しかし1988年に国連に気候変動に関する政府間
パネル(IPCC)が設置され全世界に気候変動に関する科学的知見が発信されてはい
るが、国際社会の対応は遅れがちで、リスクが更に高まることが懸念される。リ
スク軽減のため、将来を見据え、国家的な課題として取組み、国民の主体的対応
を支援することが求められている。

(3)リスクが認識されにくい課題の場合
地球環境問題には土壌問題、人口問題、水問題、土地問題のように、深刻さが日
常生活で認識されにくいものも多い。例えば世界の土壌の約４分の１が侵食、汚
染、塩類集積などで著しく劣化し、世界の食料安全保障の基盤が揺らいでいるが、
我が国では看過されがちである。開発途上国における人口の急増、限られた水資
源や土地資源の争奪なども深刻化しているが、国内の関心は低い。グローバルな
観点からそれらを認識し日々の活動に活かせるよう、学習・教育の内容とそれを
支える環境を改善する必要がある。



(4)リスク認知社会の構築に関わる課題
災害・防災と地球環境問題の両方に取組む研究者は国際的には少ないが、我が国で
は2011年の東日本大震災発災を契機に両者の交流が増え、統合的な取組みへの理解
も深まっている。ユネスコが推進するジオパークは、地域の住民・行政・研究者な
どが共に学び、考え、災害に強く魅力的な地域の創成を進めるための優れた協働・
協創の場、即ち場所や機会を提供している。ESD(持続可能な発展のための教育)とユ
ネスコスクールも持続可能な社会の形成に重点を置きつつ相互に連携しつつ同様の
場を提供しているが、未だ全国展開には至っていない。

３提言
災害軽減と持続可能な社会の形成に向けた取組みは、SDGsの俯瞰的視点などを踏ま
え、リスクが一般に認識されにくい課題にも配慮しつつ、以下のように進めること
を提言する。

(1)災害軽減と持続可能な社会の形成に向けた科学と社会の協働・協創の場の充実
第一に、内閣府、自治体、研究教育機関は、国レベル、地域レベルなどで、縦割り
を排して合議・連携し、科学と社会の協働・協創のための場の拡充を図るべきであ
る。
第二に、人々の生活の場に注目し、予想される災害時にどのような場所でどのよう
な事態が発生する可能性があるのかを、科学と行政が地域住民の立場に立ってきち
んと発信することが望まれる。
第三に、ユネスコスクールやジオパークなどの地域の教育・文化活動や博物館等が
もつ科学と社会の協働・協創の場としての機能を更に充実発展させるべきである。



(2)災害軽減と持続可能な社会の形成に向けた地域情報の整備、公開、可視化の推進
第一に、国土交通省等と自治体は災害軽減に役立つ地域の地質地盤、歴史記録、津
波堆積物等の地質学的資料などの情報の整備、集約、公開、活用を進めるべきであ
る。
第二に、国土交通省等と自治体は持続可能な社会の形成に役立つ地形、地質、水文、
生物、土地利用、汚染、などの地域情報の整備、集約、公開、活用を進めるべきで
ある。
第三に、国土交通省等と自治体は行政と住民が利用できる地域情報の高精度３次元
可視化技術や地域にあった地理情報システムなどの技術を開発することが望まれる。

(3)科学と社会の協働・協創の基盤となる教育と学習機会の充実
第一に、文部科学省等と自治体は科学コミュニティと社会とをしっかりと繋ぐこと
のできるインタープリタ（科学展示等解説員）の育成に計画的に取組むべきである。
第二に、災害軽減と持続可能な社会の形成に取組む科学者は現場に身を置き、地域
の人々や自治体の考えや思いを的確に把握し、また研究の成果を人々にわかりやす
く伝え、相互理解に努めるべきである。大学教育や生涯教育でもそれを実践するこ
とが望まれる。
第三に、文部科学省等は人々の災害や地球環境問題に対する関心と基礎的知識を高
めるための学習・教育の内容とそれを支える環境の改善に努めるべきである。学校
教育では、地学、地理、歴史等の連携や新学習指導要領の「地理総合」等の充実が
必要である。




